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経営理念

4

。お客様へ お客様からの支持・信頼を原点とし、当社の提供する金融商品・サービスを通じて、企業、個人の
繁栄に貢献するように努めます。

株主様へ 確実かつスピード感のある継続的な成長を目指し、企業価値の増大を通して株主様に貢献します。

お客様・
ビジネス

パートナー様へ
ビジネスパートナーの支持・信頼を得て、ともに社会的責任を果たし、成長することを目指します。

。役職員へ 役職員一人ひとりがプロ意識を持ち、持てる力をフルに発揮出来る環境作りに取り組みます。
自由闊達、クリエイティブで新しいことにチャレンジすることを重視する組織・企業風土を大切にします。

経営理念実現のために● ● ● ● ● ●
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会社概要
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社 名 株式会社ジャパンインベストメントアドバイザー

本 社 所 在 地 東京都千代田区霞が関三丁目2番1号 霞が関コモンゲート西館 34階
代 表 者 代表取締役社長 白岩 直人
設 立 2006年９月（決算期：12月）
事 業 内 容 金融ソリューション事業、メディア関連事業
資 本 金 11,636百万円
上 場 市 場 東京証券取引所 マザーズ(証券コード:7172)
社 員 数 単体：87名、連結：131名(2018年9月末現在）
営 業 拠 点 東京本社、西日本支社(大阪)

取 引 金 融 機 関 みずほ銀行、三井住友銀行、三菱ＵＦＪ銀行、りそな銀行、千葉銀行、第四銀行 他65行 (2018年9月末現
在）

主 な 株 主

白岩直人
株式会社こうどうホールディングス
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 
MSCO CUSTOMER SECURITIES
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口９) 

※2018年6月末現在の上位6位(シェア63.7%)を記載

監 査 法 人 太陽有限責任監査法人（旧：優成監査法人）
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グループ会社概要
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形 態 名 称 住 所
資本金

（千円）
主要な事業の内容 議決権の所有

割合（％）

連結子会社 JPリースプロダクツ＆サービシイズ株式会社 東京都千代田区 950,000 航空機・海上輸送コンテナ・船舶を主体
としたオペ レーティング・リース事業 100.0

JPO第0号株式会社 東京都千代田区 300 パーツアウト・コンバージョン事業 100.0
JPO第1号株式会社 東京都千代田区 300 パーツアウト・コンバージョン事業 100.0
フィンスパイア株式会社 東京都千代田区 50,000 オペレーティング・リース事業

保険代理店事業 100.0

JIA LUXEMBOURG SARL ルクセンブルク大公国 1,800千ﾕｰﾛ 投資事業 100.0
JPE第1号株式会社 東京都千代田区 300 投資事業 100.0
BF・TEC株式会社 大阪市中央区 38,700 環境エネルギー事業 91.2
株式会社日本證券新聞社 東京都中央区 4,500 メディア事業 100.0
株式会社日本證券新聞リサーチ 東京都中央区 10,000 メディア事業 100.0
株式会社トレーデクス 東京都中央区 75,000 メディア事業 100.0
株式会社ジャパンM&Aアドバイザー 大阪市中央区 30,000 Ｍ＆Ａアドバイザリー事業 100.0

Arena Aviation Partners B.V. オランダ王国 1,100ﾕｰﾛ 航空機リースアレンジメント
機体再販業務 49.0

持分法適用
関連会社

フジ・エコ・テクノス株式会社 大阪市東住吉区 12,505 環境エネルギー事業 46.7
Vallair Capital SAS フランス共和国 101,570ﾕｰﾛ パーツアウト・コンバージョン事業 40.0
株式会社イーテア 東京都千代田区 100,000 フィンテック事業 37.0

※ 2018年１月４日に当社の100％子会社であるフィンスパイア株式会社が株式会社Insurance Networkを吸収合併いたしました。

※ 2018年9月末日時点

※ 2018年5月31日に当社の持分法適用関連会社であった、あすかグリーンインベストメント株式会社の保有全株式を売却いたしました。
※ 2018年7月31日に株式会社日本證券新聞社が株式会社トレーデクスの全株式を取得いたしました。
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事業の沿革
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06年

07年

11年

14年

15年

16年

17年

米国CAI International,Inc.（NY証
券取引所上場会社）のポートフォリ
オを活用した、海上輸送コンテナ
リース事業の合弁会社、
CAIJ株式会社（現フィンスパイア株
式会社）を設立

株式会社日本證券新聞社及び株式会社日本證
券新聞リサーチの全株式を取得し、メディア
関連・ＩＲ支援事業の開始

Valliere Aviation S.A.
(現VallairCapital SAS)との資本・業務提携
を行い、パーツアウト・コンバージョン事業
を開始

Arena Aviation Partners 
B.V.の株式を取得し、航空
機オペレーティング・リー
スの組成力強化

金融サービス事業合弁会社
株式会社イーテア（持分法適
用関連会社）を設立

JPリースプロダクツ＆
サービシイズ株式会社
を設立し、航空機オペ
レーティング・リース
事業開始

株式会社ジャパンM&Aアドバイザーを
設立し、M&Aアドバイザリー事業強化

M&Aアドバイザリー事業開始

株式会社ジャパン・インベ
ストメント・アドバイザー
を設立し、
海上輸送コンテナオペレー
ティング・リース事業開始

太陽光発電事業第1号ファンド
の組成・販売開始

プライベート・エクイティ投資事業開始

IPOコンサルティング事業開始

保険代理店事業開始

JIA LUXEMBOURG SARLを設立し、欧州にお
ける組成パートナーのネットワークを構築

東京証券取引所マザーズ
に上場

船舶のオペレーティング・リース事業開始

CAIJ株式会社（現フィンスパイア株式会
社）の全株式を取得(100％子会社化)

ボーイング737MAX8を10
機購入の契約締結
（2021年に4機、2022年に

6機のデリバリー予定）

13年

18年

JPリースプロダクツ＆
サービシイズ株式会社
が海上輸送コンテナオ
ペレーティング・リー
ス事業を開始
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当社グループ事業内容
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Ｍ＆Ａ
アドバイザリー
事業

メディア関連・ＩＲ支援事業

不動産事業

人材紹介事業

IPO
コンサルティング
事業

ウェルス・
マネジメント
事業

保険代理店事業 フィンテック事業

オペレーティング・リース事業

環境エネルギー事業 パーツアウト・
コンバージョン事業

JPリースプロダクツ＆サービシイズ株式会社

フィンスパイア
株式会社

Vallair Capital SAS

株式会社日本證券新聞社
株式会社日本證券新聞リサーチ

株式会社イーテア

フィンスパイア株式会社
株式会社
ジャパンM&A
アドバイザー

JPO第0号株式会社 JPE第1号株式会社

Arena Aviation Partners B.V.

フジ･エコ･テクノス株式会社

金融ソリューション事業 メディア事業

ヘルステック
事業

アグリ事業

～多様な事業を金融化し提供～

BF・TEC株式会社

（アレンジ機能）

（組成販売機能）

主力3事業

※（オペレーティング・リース事業 海外関連会社管理機能）JIA LUXEMBOURG SARL

JPO第1号株式会社

株式会社トレーデクス

プライベート・
エクイティ投資事業
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2018年12月期第3四半期 業績ハイライト
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（単位：百万円）
2018年
第3四半期

2017年
第3四半期

対
前年同期
増減額

対
前年同期
増減率

累計実績 累計実績 進捗率

売上高 10,198 4,784 +5,414 +113.2％ 12,000 85.0％

営業利益 6,020 2,463 +3,557 +144.4％ 6,800 88.5％

経常利益 4,973 1,963 +3,009 +153.3％ 6,000 82.9％
親会社株主に帰属する
四半期純利益 2,989 1,121 +1,868 +166.6％ 4,100 72.9％

商品出資金販売額※ 61,104 32,776 +28,328 +86.4％ 80,000 -

※ 匿名組合出資持分（金融商品取引法第2条第2項第5号に掲げる権利）の地位譲渡金額、および私募の取扱金額を指します。

第3四半期累計として、前期に続き２期連続増収増益、及び最高益を更新
◆親会社株主に帰属する四半期純利益は、2,989百万円となり、前年同期比+166.6％増
◆ 出資金販売額※実績は、61,104百万円となり、前年同期比＋86.4%増

通期予想
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主力のオペレーティング・リース事業を中心に伸長
◆ オペレーティング・リース事業売上高は+154.2％増加し、構成比74％から88％に増加

事業部門別売上高

11

事業部門
（単位：百万円）

2017年
第3四半期
売上高

2018年
第3四半期
売上高

対
前年同期
増減額

対
前年同期
増減率累計実績 累計実績

オペレーティング・リース事業 3,531 8,976 +5,445 +154.2％
環境エネルギー事業 551 222 ▲328 ▲59.6％
パーツアウト・コンバージョン事業 388 307 ▲80 ▲20.8％

その他
事業

保険代理店事業

87 476 +388 +446.6％
Ｍ＆Ａアドバイザリー事業

プライベートエクイティ投資事業

IPOコンサルティング事業 他

メディア関連・ＩＲ支援事業 225 215 ▲9 ▲4.3％
合計 4,784 10,198 +5,414 +113.2％
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組成の状況
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組成額 実績推移

＊ 数値については、当期累計。また、案件数に関してはSPCの数をカウントしています。

（単位：百万円）
2017年
第3四半期
累計実績

2018年
第3四半期
累計実績

航空機 64,001
（24件）

157,419
（30件）

船舶 7,847
（4件）

0
（0件）

コンテナ 11,784
（5件）

9,353
（5件）

太陽光発電 3,107
（3件）

0
（0件）

合計 86,739
（36件）

166,773
（35件）

物件別 組成額・件数実績

35,177 

68,345 
86,739 

166,773 

11件

27件
36件 35件

0

20

40

60

80

0

40,000

80,000

120,000

160,000

200,000

'15-3Q '16-3Q '17-3Q '18-3Q

案件組成額合計（百万円） 件数(右軸）案件組成額合計（百万円） 件数（右軸）
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販売の状況
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15,862 
13,956 

32,776 

61,104 

14件 15件

33件 27件

0

25

50

75

0

20,000

40,000

60,000

'15-3Q '16-3Q '17-3Q '18-3Q

出資金販売額合計（百万円） 件数（右軸）

販売額※ 実績推移

＊ 数値については、当期累計。また、案件数に関してはSPCの数をカウントしています。

（単位：百万円）
2017年
第3四半期
累計実績

2018年
第3四半期
累計実績

航空機 27,038
（25件）

51,652
（19件）

船舶 1,702
（2件）

1,366
（2件）

コンテナ 1,870
（3件）

8,086
（6件）

太陽光発電 2,164
（3件）

0
（0件）

合計 32,776
（33件）

61,104
（27件）

物件別 販売額※ ・件数実績

※ 匿名組合出資持分（金融商品取引法第2条第2項第5号に掲げる権利）の地位譲渡金額、および私募の取扱金額を指します。

出資金販売額合計（百万円） 件数（右軸）
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5,709 

15,453 16,303 

50,408 

4件

13件 15件

23件
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商品出資金期末残高 の状況

14

商品出資金期末残高※ 推移

（単位：百万円）
2017年
第3四半期
期末残高

2018年
第3四半期
期末残高

航空機 10,925
（10件）

49,296
（22件）

船舶 2,042
（3件）

0
（0件）

コンテナ 3,335
（2件）

1,112
（1件）

合計 16,303
（15件）

50,408
（23件）

物件別 商品出資金期末残高※ ･件数実績

※ 貸借対照表の科目「商品出資金」に該当

商品出資金残高（百万円） 件数（右軸）

※
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税理士・会計事務所等 銀行 証券

（件数は累計）

販売ネットワーク(ビジネスマッチング契約先)の拡大

15

 2018年第3四半期3か月間において、
新たに、税理士・会計事務所25事務所、地方銀行5行、証券会社1社のビジネスマッチング契約先が増加しました。

 この結果、累計提携先は、税理士・会計事務所184事務所、地方銀行67行、証券会社10社、合計261社となりました。

2014年9月
東証マザーズ上場 169件

117件
84件

32件
24件

261件

10件

192件

※2016年期末に遡って、JPリースプロダクツ＆サービシイズ㈱およびフィンスパイア㈱両社の件数を合算いたして
おります。（2017年12月期までの決算説明資料はJPリースプロダクツ＆サービシイズ㈱のみ記載。）
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2018年第3四半期 連結損益計算書 概要（1）

17

（単位：百万円）
2017年
第3四半期

2018年
第3四半期 対

前年同期
増減額

対
前年同期
増減率

累計実績 累計実績

売上高 4,784 10,198 +5,414 +113.2%
売上原価 1,284 2,279 +995 +77.5%

売上総利益 3,500 7,919 +4,419 +126.3%
販売管理費及び
一般管理費 1,036 1,898 +861 +83.1%

営業利益 2,463 6,020 +3,557 +144.4%
営業外収益 261 737 +475 +182.0%
営業外費用 761 1,784 +1,023 +134.4%

経常利益 1,963 4,973 +3,009 +153.3%
親会社株主に帰属する
四半期純利益 1,121 2,989 +1,868 +166.6%

※➀

※②

※③

※①売上総利益
売上総利益率は 77.6％となり、
前年同期から、4.5P増加

※ ③営業外収益
前年同期差 475百万円増加のうち

受取利息 150百万円増加
商品出資金売却益 142百万円増加

※ ②販売管理費及び一般管理費
販管費比率は、18.6％となり、
前年同期から、3.1P減少

※ ④営業外費用
前年同期差1,023百万円増加のうち

持分法投資損失 590百万円増加
支払利息 179百万円増加
営業外支払手数料 306百万円増加
（ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝの増枠に伴う増加）

※④

為替差益は 180百万円
（前期は、107百万円の差損）
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2018年第3四半期 連結損益計算書 概要（２）

18

四半期 前年同期比較（2016年、2017年、2018年）

売上高

営業利益

当期
（四半期）
純利益

993 

1,566 

3,193 

1,360 

1,690 

3,180 

726 

1,528 

3,825 

2,832 

3,784 

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000 10,000 11,000 12,000

2016年

2017年

2018年

340 

901 

2,119 

288 

884 

1,892 

678 

2,009 

1,853 

2,244 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000 4,500 5,000 5,500 6,000 6,500

2016年

2017年

2018年

188 

390 

982 

37 

495 

1,300 

236 

707 

1,230 

1,605 

0 300 600 900 1,200 1,500 1,800 2,100 2,400 2,700 3,000 3,300 3,600 3,900

2016年

2017年

2018年

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（通期予想）12,000

（通期予想）6,800

（通期予想）4,100

Q１ Q2 Q3 Q4
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2018年第3四半期 連結貸借対照表 概要（１）

19

（単位：百万円）

2017年
第3四半期
（１）

2017年
期末
（２）

2018年
第3四半期
（３）

対前年
同期差

（３）-（１）

対前期末
差

（３）-（２）
期末残高 期末残高 期末残高

現預金 11,205 11,484 22,605 +11,400 +11,120 
売掛金 1,499 2,234 4,311 +2,811 +2,077 
商品 2,005 3,602 4,037 +2,031 +434 
商品出資金 16,303 33,781 50,408 +34,105 +16,626 
未成業務支出金 379 959 875 +496 ▲83 
前渡金 3,660 2,484 1,836 ▲1,823 ▲648 
立替金 4,862 2,398 5,736 +873 +3,337 
その他 3,367 5,732 7,762 +4,395 +2,030 

流動資産 43,282 62,678 97,573 +54,290 +34,894 
有形固定資産 92 90 125 +33 +34 
無形固定資産 37 70 56 +18 ▲14 
投資その他 1,879 3,127 1,839 ▲39 ▲1,287 

固定資産 2,009 3,288 2,021 +12 ▲1,266 
繰延資産 7 48 71 +64 +23 
資産合計 45,298 66,015 99,666 +54,367 +33,650 

※ ③商品出資金
オペレーティング・リース事業に
おける今後販売予定の匿名組合出資金
前年同期差 34,105百万円増加

※ ②商品
パーツアウト・コンバージョン事業に
おける商品在庫
前年同期差 2,031百万円増加

※ ④立替金
主に環境エネルギー事業における
立替金
前年同期差 873百万円増加

※②

※④

※③

※➀

※ ①現預金
５月～6月にかけて実施した新株式
発行および株式売出し
前年同期差 11,400百万円増加
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2018年第3四半期 連結貸借対照表 概要（２）
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（単位：百万円）

2017年
第3四半期
（１）

2017年
期末
（２）

2018年
第3四半期
（３）

対前年
同期差

（３）-（１）

対前期末
差

（３）-（２）
期末残高 期末残高 期末残高

買掛金 16 16 26 +10 +10 
短期借入金等 28,915 42,990 59,235 +30,320 +16,245 
前受収益 1,325 2,674 4,719 +3,393 +2,045 
未払法人税等 140 2,162 386 +245 ▲1,776 
その他 1,284 1,507 1,144 ▲140 ▲363 

流動負債 31,683 49,351 65,511 +33,828 +16,160 
固定負債 827 2,408 4,074 +3,246 +1,666 

負債合計 32,510 51,759 69,585 +37,075 +17,826 
資本金 4,536 4,544 11,636 +7,099 +7,092 
資本剰余金 4,478 4,478 11,574 +7,095 +7,095 
利益剰余金 3,751 5,356 8,006 +4,255 +2,650 
自己株式 -200 -200 -1,447 ▲1,247 ▲1,247 
株主資本 12,566 14,179 29,770 +17,203 +15,590 
その他 221 76 310 +88 +233 

純資産合計 12,788 14,255 30,080 +17,292 +15,824 

※ ①短期借入金
積極的に組成を行ったことに伴い、匿名
組合出資金の一時的引受け
前年同期差 30,320百万円増加

※ ②前受収益
期を跨いだ販売中の案件が前期より増加
前年同期差 3,393百万円増加

※➀
※②

※③
※③

2018年5月公募増資、2018年6月オーバー
アロットメント（OA）による株式売出に
関連し、第三者割当増資を実施
資本金 7,099百万円増加
資本準備金 7,095百万円増加

※ ③資本金、資本剰余金

第3四半期に自己株式の市場買付
前年同期差 1,247百万円増加

※ ④自己株式※④



4．成長戦略
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当社グループの成長戦略について

22

1

2

3

主力3事業（オペレーティング・リース事業、環境エネルギー事業、パーツ
アウト・コンバージョン事業）のさらなる強化

総合的な金融ソリューションサービスの拡充

金融ソリューション事業とのシナジーが見込まれるIT・人材サービスに
加え、AIを駆使した新たな金融サービス（フィンテック）の拡大
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1.主力３事業のさらなる強化

23

 取組先航空会社の拡大（航空機オペレーティング・リース事業）
実績のある欧州に加えて、新たなエリアでの航空会社開拓の実施

2018年に新たに8社の航空会社と組成実績（欧州3社、米州3社、中東１社、日本１社）

 対象機種のポートフォリオ拡大（航空機オペレーティング・リース事業）

当社の強みである、ナローボディ（客席通路1本）に加えて、ワイドボディ（客席通路2本）を
対象とする組成の増加

オペレーティング・リース対象資産のポートフォリオ拡大により組成機会を拡大

（注）リストプライスとは、カタログ価格と同意です

2017年8月にボーイング社が製造する航空機、ボーイング737MAX8を10機購入の契約締結
10機のリストプライス(注)は、総額約11億2千万ドル相当（日本円で約1,232億円）
2021年に4機、2022年に6機のデリバリー予定
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1.主力３事業のさらなる強化

24

 パーツアウト・コンバージョン事業
2015年からのVallair Capital SAS社との資本業務提携による、既存事業とのシナジー効果を実現

これらの事業により、中古機オペレーティング・リース事業の出口リスクを収益機会に転換し、
リース期間満了後における機体活用の選択肢を拡大

パーツアウト事業
機体を解体し、パーツ販売

中古機としてリース

コンバージョン事業

貨物機に改造し、販売

Vallair Capital SAS社との提携事業
航空機オペレーティング・リース事業

貨物機に改造し、リース

中古機として販売

組成 リース
期間

リース
期間満了

■パーツアウト事業 退役航空機の機体を解体しその各部品を在庫管理し、
世界のユーザー（整備会社、リース会社、航空会社など）へ販売する事業

■コンバージョン事業 機齢の経った旅客機を貨物機に改造する事業

Arena Aviation Partners B.V.などの提携先と連携
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1.主力３事業のさらなる強化

25

 円建ての利回り商品として安定的な事業展開

東北地区
3か所
出力 4.4MW

関東地区
9か所
出力 13.9MW

近畿地区
3か所
出力 5.8MW

中国地区
3か所
出力 5.6MW

中部地区
4か所
出力 8.5MW

四国地区
2か所
出力 3.4MW

24か所
出力 41.8MW
稼働実績

円建ての利回り商品として、安定的なニーズがあるため、収益力を慎重に見極めた上で事業展開

2018年9月末
太陽光発電所
稼働状況

※0.1MW未満切捨て

24か所の太陽光発電所の稼働実績があり、運営業務委託料の安定収入
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2.総合的な金融ソリューションサービスの拡充

26

 営業拠点・サービス拡大

●100％子会社 フィンスパイア株式会社による
保険代理店事業本格参入
2017年11月より、株式会社Insurance Networkが

保険代理店事業を開始。
2018年1月4日に、フィンスパイア株式会社が株式

会社Insurance Networkを吸収合併
東京、大阪、福岡、大分および仙台（10月）に営業

拠点を置き、オペレーティング・リース事業および
保険代理店事業を展開

●100％子会社 ＪＰリースプロダクツ＆サービシイズ
株式会社（ＪＬＰＳ社）にて支店開設
2018年は、名古屋支店（7月）、新潟支店（9月）を

開設し、BM先および投資家との接点強化

地方銀行や税理士事務所などとのネットワークを活用し、顧客ニーズにマッチしたソリュー
ションサービスを提供し、全国の中堅・中小企業の多様な要望に応える

ＪＬＰＳ
フィンスパイア
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3.金融サービス（フィンテック）の拡大

27

 金融サービス（フィンテック）の取組
合弁事業会社（株式会社イーテア）を通じた事業化推進

パートナー企業（ＩＴ企業）各21％出資
ＰＣＩ / キーウェア / インタートレード

投資家・出資者（ＬＰ）または匿名組合員

当社金融ソリューション事業
37％出資

ＩＴや技術ノウハウや
知見などの提供

出資＆人材出資＆人材

合弁事業の契約

合弁事業会社 ㈱イーテア

投資事業会社 （ＧＰ）機能

地方銀行 機関投資家

出資

産学連携
大学・研究機関 技術導入

金融機関・
事業会社など

商品販売

ＩＴベンチャー企業など
事業投資

技術導入

合弁事業会社設立
金融機関など提携先
ネットワークの提供

2017年5月、PCIホールディングス株式会社（東証第1部）、キーウェアソリューションズ株式会社（東
証第2部）、及びインタートレード株式会社(東証第2部）、当社、4社により、合弁事業会社を設立

ＡＩ（人工知能）やビッグデータ分析などの先進情報、通信技術を開発し、これらを用いる金融機関や
機関投資家向けのソリューションを提供予定

技術を有する企業への事業投資を通じて最新技術の収集や本事業に関心のある金融機関などへ積極的に
情報提供を行い早期の事業化を目指す
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トピックス（資金調達）

28

 増資および借入枠拡大に伴い、積極的に商品組成を推進

2018年5月から6月に実施した増資により、13,992百万円を調達
金融機関のコミットメントライン等の借入契約枠も拡大し、自己資本比率は20～30％前後で推移
次年度の商品組成に備えた資金調達体制整う

13 19 67 
142 

3009.7%

20.5%
23.9%

21.5%

30.0%

0.0%
5.0%
10.0%
15.0%
20.0%
25.0%
30.0%
35.0%

50億円
100億円
150億円
200億円
250億円
300億円
350億円
400億円

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年3Q

純資産 自己資本比率

58 75 239 455 1,002 
4 0 33 

49 

139 

残高571 

合計62 合計75 
合計272 

合計505 

合計1,141 

200億円
400億円
600億円
800億円

1,000億円
1,200億円
1,400億円

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年3Q

①新株発行および株式売出による資金調達
②金融機関借入枠

短期借入金残高

金融機関借入枠
新株発行および株式売出による資金調達額

期末短期借入金残高

資金調達推移 純資産/自己資本比率推移

商品出資金販売額 125 247 265 534 611
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トピックス（自己株式取得）
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 自己株式の取得（2018年8月13日リリース）

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行し、資本効率の向上と資本政策の
柔軟性を確保。
自己株式取得 株式数30万株、金額1,270百万円（10月3日までに終了）
自己株式取得 540,000株

（参考）自己株式取得状況

取得期間 取得株式数 取得総額 取得方法

2015年7月～8月 240,000株（注） 199百万円 市場買付

2018年8月～10月 300,000株 1,270百万円 市場買付

合 計 540,000株 1,469百万円
（注）2017年9月1日付けの株式分割（1株→2株）を考慮

金庫株として保有
（ストック・オプション、M&A等）（累計ベース） （1.79％ 発行済株式総数比）
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連結業績の推移
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1,049

2,805 

5,913 

8,568 
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4,000 
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2013（実績）2014（実績）2015（実績）2016（実績）2017（実績）2018（予想）

売上高 営業利益 当期純利益

さらなる
成長ステージへ

 当期純利益 前年同期比50％以上の増益を目指します

（単位：百万円）



5．株主還元
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2018年12月期 配当予想

32

 中長期的には、連結配当性向20％以上を目指す

 当社の利益配分方針は、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、株
主の皆様への利益還元を重視し、安定した配当を継続していくことを基本方針としております。

 当社は、2017年9月1日付けで普通株式1株につき2株の分割を実施しております。2016年1月1日に本
件株式分割を実施していたと仮定しますと、2016年12月期は5円配当、2017年12月期は9円配当と換
算できますので、実質4円の増配を実施いたしました。

 なお、2018年12月期の年間配当金は13円00銭を予想しています。

中間配当金 期末配当金 年間配当金

2016年12月期 実績 2円00銭（※） 3円00銭（※） 5円00銭（※）

2017年12月期 実績 3円00銭（※） ６円00銭 9円00銭（※）

2018年12月期 5円50銭（実績） 7円50銭（予想） 13円00銭（予想）

株主還元の基本方針について

（※）2016年12月期 中間・期末および年間配当金、2017年12月期 中間配当金につきましては、2017年9月1日付け株式分割を考慮してあります。
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資本効率の推移

33

 高収益、高成長の事業展開により高い資本効率を継続

 前述の配当を行った上で、内部留保につきましては適切な投資を実施し、高収益率、高成長率の事業
展開を継続してまいります。

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
通期実績 通期実績 通期実績 通期実績 （通期予想※）

配当性向 － － 8.5％ 8.4％ 8.6％

自己資本比率 9.5％ 20.5％ 23.9％ 21.5％ －
ROA 8.6％ 10.8％ 11.9％ 8.9％ －
売上高当期純利益率 37.5％ 27.2％ 23.5％ 31.8％ 34.2％
当期純利益増益率 +122.7％ +80.6％ +81.8％ +96.1％ +50.4％
ROE 42.1％ 46.3％ 32.1％ 26.0％ －
（※）通期予想は、期初より変更しておりません
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株主優待制度の実績

34

(1)対象株主 毎年12月末の当社株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主様を対象
(2)割当基準日 毎年12月末日（年1回）
(3)優待品 クオカード及び日本証券新聞デジタル版購読券
(4)株主優待の内容 進呈基準 (クオカード＋日本証券新聞デジタル版購読券)

継続保有期間1年未満
100株以上2,000株未満
2,000株以上
継続保有期間1年以上2年未満
100株以上2,000株未満
2,000株以上
継続保有期間2年以上
100株以上2,000株未満
2,000株以上

(5)継続保有期間の定義
継続保有期間とは、当社株式を保有していただいた継続期間のことで、株主名簿に記載された日から各基準
日（毎年12月31日）までの継続して保有した期間を指します。
（詳細は、弊社ホームページ「株主優待について」をご参照下さい。）

1,000円＋日本証券新聞デジタル版1ヶ月購読券 3,000円相当
3,000円＋日本証券新聞デジタル版3ヶ月購読券 9,000円相当

3,000円＋日本証券新聞デジタル版3ヶ月購読券 9,000円相当
5,000円＋日本証券新聞デジタル版6ヶ月購読券18,000円相当

5,000円＋日本証券新聞デジタル版3ヶ月購読券 9,000円相当
10,000円＋日本証券新聞デジタル版6ヶ月購読券18,000円相当

 株主優待 2017年実績

 当 社株 式をより多くの株主様に中長期的に保有していただくことを目的として、株主優待制度を整備
（2017年９月１日株式分割に伴った変更あり）

※今後、優待品の内容は変更する可能性があります



6．参考情報
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当社グループの投資に関する参考情報

36

 プライベート・エクイティ投資事業の投資先からIPO実現

投資先の1社、株式会社バンク・オブ・イノベーション（コード：4393)が、2018年7月24日に
東証マザーズに上場

 株式会社ニューロスカイへの投資（生体信号のデータ活用事業を開始）

 NeuroSky, Inc.は、急成長する民生向けEEG（Electroencephalogram：脳波） 市場、
および、ECG （Electrocardiogram：心電心拍）市場をグローバルでリードする企業

2018年9月、NeuroSky, Inc.（米国、カリフォルニア州サンノゼ）と、
100%子会社 JPE第1号株式会社 による合弁会社（株式会社 ニューロスカイ 東京都中央区）
を設立

生体信号（脳波・心電・筋電など）のデータを活用したヘルステック分野における、国内のリー
ディングカンパニーを目指す

（１）感情の見える化、集中力の向上、気持ちをリラックスさせるスキルを身につけるソリューション
（２）精神疾患の早期発見に対するソリューション
（３）個人認証などのセキュリティ管理ソリューション （フィンテック事業と連携）
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 国際財務報告基準（リース会計）変更の当社グループへの影響について

 国際会計基準審議会（IASB）の決定により、国際財務報告基準（IFRS）に準拠する企業は、2019年1月
1日以降開始する事業年度から、IFRS第16号に定められるとおり、短期のリース及び少額資産のリース
を除くすべてのリース取引において、借手は使用権を資産として認識すると共にリース負債を計上す
ることとなる。（リース料を費用計上するのではなく、リース資産として減価償却を行うように変更）

 これにより、リース市場の縮小および当社グループ業績への影響の懸念が寄せられるが、当社グルー
プへの直接的な業績影響は軽微と考えている旨、ニュースリリースにて発表。（2018年7月3日）

賃借人 多様な資金調達
・資金調達コストの低減
・資金調達キャパシティの拡大
対象資産の柔軟性
・リース期間後に機体を返却可能

投資家
（出資者）

・投資商品として活用

オペレーティング・リース活用メリット IFRS（リース会計）変更に伴い想定される影響
賃借人 ・リース資産のオンバランス化より

総資産増加。それに伴いROAなどの
財務指標が悪化

・会計処理が煩雑化

投資家
（出資者）

・日本の税制が変更にならない限り、
国際財務報告基準（IFRS）の変更
による直接的な影響はないと考える。

賃借人は、海外航空会社をはじめとした国際財務報告基準（IFRS）に準拠してきたグローバル企業が中心であり、会計処理
の煩雑化などを直接の理由として「オペレーティングリース」の需要が減退する可能性は極めて軽微であると考える。
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一般財団法人 日本航空機開発協会の
調査※によると、

世界の経済成長に伴い、
旅客輸送需要の増加が期待され、
旅客機の運航機数は、

2017年の 22,337機から、
2037年に、1.78倍の39,867機
に増加すると見込んでいる。

なお、
そのうち、16,000機は現有機の代替
需要で、17,530機は、今後の旅客需
要の増加に対応するための新規需要
と見込んでいる。

既存機

22,337機
既存機

6,337機

代替需要

16,000機

新規需要

17,530機

0機

10,000機

20,000機

30,000機

40,000機

50,000機

2017年 2037年

納入機数
33,530機

運航予測数
39,867機

◆世界のジェット旅客機の需要予測
【出典：（一財）日本航空機開発協会 2018年3月】

※「民間航空機に関する市場予測 2018－2037」より
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 2018年開催状況

 2018年開催予定

２月
13日
15日
20日
21日

機関投資家向け説明会 （公益社団法人日本証券アナリスト協会主催、日経茅場町第1セミナールームにて）
個人投資家向け説明会 （SMBC日興証券主催、同証券高槻支店にて）
個人投資家向け説明会 （みずほ証券主催、同証券兜町支店にて）
個人投資家向け説明会 （みずほ証券主催、同証券本店営業部にて）

３月 ６日 機関投資家向け説明会 （日本證券新聞リサーチ主催、マレーシアにて）

4月 12日 個人投資家向け説明会 （大和証券主催、同証券高松支店にて）

6月 11日～13日 機関投資家向け説明会 （大和証券主催、香港・シンガポールにて）

7月 6日 個人投資家向け説明会 （大和証券主催、同証券北九州支店にて）

8月 7日
10日

機関投資家向け説明会 （公益社団法人日本証券アナリスト協会主催、日経茅場町第1セミナールームにて)
個人投資家向け説明会 （日本證券新聞リサーチ主催、札幌にて）

10月
10日
11日
12日

個人投資家向け説明会 （三菱UFJモルガン・スタンレー証券主催、同証券神戸支店にて）
個人投資家向け説明会 （みずほ証券主催、同証券徳島支店にて）
個人投資家向け説明会 （SMBC日興証券主催、同証券高松支店にて）

11月
20日 個人投資家向け説明会 （ひろぎん証券主催、同証券本店にて）

21日 個人投資家向け説明会 （日本證券新聞リサーチ主催、福岡にて）

22日 個人投資家向け説明会 （みずほ証券主催、同証券熊本支店にて）
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本資料に掲載しているIR情報は、株式会社ジャパンインベストメントアドバイザー
（以下、当社）の財務情報、経営指標等の提供を目的としておりますが、内容についていかなる
表明・保証を行うものではありません。
また、本資料の情報の掲載は、投資勧誘を目的にしたものではありません。実際に投資を行う際
は、本資料の情報に全面的に依拠して投資判断を下すことはお控えいただき、投資に関するご決
定は皆様ご自身のご判断で行うようお願いいたします。

本資料に掲載している情報に関して、当社は細心の注意を払っておりますが、掲載した情報に誤り
があった場合や、第三者によるデータの改ざん、データダウンロード等によって生じた障害等に関
し、事由の如何を問わず、一切責任を負うものではありません。

本資料に掲載している情報の一部には、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述
は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は環
境の変化などにより、実際の結果と異なる可能性があることにご留意ください。

【IRに関するお問い合わせ先】 株式会社ジャパンインベストメントアドバイザー 広報・ＩＲ室
TEL: 03-6804-6805
URL: https://www.jia-ltd.com/

http://www.jia-ltd.com/
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